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１ 三重大学情報関連の事務組織と運営組織 －法人化前と法人化後－ 

 附属図書館の事務組織は、法人化後、図書・情報部として本部事務局５部局の一つと

なり、学術情報課、情報サービス課、情報基盤課の３課から成る。情報基盤課が新しく

編入されたが、従来の図書館事務部の体制はそのままである。法人化前は、図書館の事

務組織は一部局の事務部であり、現在の情報基盤課は、総務部情報推進室であった。 
運営体制については、附属図書館長は本学５人の理事の一人で、情報・国際交流担当

であり、副学長でもある。情報関連の全学委員会では、附属図書館及び総合情報処理セ

ンターの運営組織は、法人化の前後で実態は変わらない。法人化前にあった４つの情報

関係の各種委員会は、法人化後、「広報・情報戦略会議」に一元化され、この下に広報

委員会、情報ネットワーク専門委員会及び情報化推進検討委員会という３つの委員会を

置いた。法人化前は、図書館長が委員長になる委員会は全くなく、また委員として図書

館職員が指定されている場合でも、係長が出席していた。法人化後は、すべての委員会

で図書館長である情報・国際交流担当理事が委員長に指定され、図書・情報部長が、広

報委員会を除いて委員となった。また、情報基盤課長も委員となったり、庶務を情報基

盤課が担当するなど、図書・情報部が全学の情報戦略の要となった。 
 

２ 図書・情報部の業務の変化 

 図書・情報部が大学の大局的な情報化の企画・立案に参画するようになり、これらは        

幹部職員の任務であると認識される。図書館業務には、ほとんど変化がない。 
 
３ 図書館と情報部門の統合による効果 

 メリットは次のような５点がある。デメリットは現状では特にない。 
（１）役員である理事と図書・情報部長のライン確立により、情報関連の企画・立案が

スムーズになる。 
（２）図書館職員と情報関連部署との人事交流が促進できる。 
（３）情報関連業務について、互いに協力しやすくなった。 
（４）図書館に対する一般事務職員の認識が深まった。 
（５）図書系以外の職員が増えて、全学的な情報が入手しやすい。 
 
４ 今後の展開 

 大学の情報戦略を実現するための施設・組織として「総合情報メディア館」構想があ

り，研究組織の充実及びさらなる事務組織の再編が必要である。 

 


